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はじめに
コスタリカは、ラテンアメリカで多くの国が 20世紀後半に軍政や独裁を経験するなか、
1948年の内戦終結後、現在に至るまで一貫して民主主義体制を維持してきた。また内戦
後、常設軍隊の廃止により軍事費を教育や社会福祉に投入して、「中米の福祉国家」の地
位を確立した。しかし 1981年に債務危機に陥り、それ以降は保護主義的な経済政策から
新自由主義的な政策へと転じ、工業部門の革新を行った。その結果、産業構造の主軸がハ
イテク産業、化学産業に移行し、経済成長指標も右肩上がりになっている。だが、1980
年代当時は東西冷戦の最中であり、防共政策の一環としてアメリカから多額の援助を受け
ていたために、コスタリカの政策転換の速度は他の域内国家と比べて緩やかなものであっ
た。すなわち、80年代半ばまではアメリカの支援の下で手厚い社会保障制度と国内産業
の保護が継続され、債務危機による国家支出の削減も緩慢で、格差の拡大はすぐには生じ
なかった。ところが、86年以降所得格差が拡大し、以後改善が見られない（表 1）。同様
に債務危機を経験し、新自由主義的政策へと転換した他の域内諸国では格差の是正が見ら
れるにもかかわらず、唯一改善されないのがコスタリカなのである。本稿では、産業の発
展過程と教育への影響を通して同国で格差が拡大し、今日までその収斂がみられない要因
を考察する。
1. クズネッツ仮説とその批判
1─1. クズネッツ仮説
クズネッツ仮説とは、経済成長と所得水準の上昇に伴い所得分配は発展初期段階には不
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平等化が進むが、やがて平等化していくというものである。その過程は次のように説明さ
れる。まず経済成長の進展に伴い、貧しい農業部門から豊かな工業部門へ労働者の移転が
生じる。発展初期段階では工業化の恩恵を受ける層はわずかだが、経済発展に比例して労
働者が移転するため、豊かな工業部門で受益する層が増え、格差が縮小する。農業の衰退
と工業の進展のプロセスにおける主要な問題は需要の弾力性である。食料や農産物は一定
以上の供給を満たすと消費の拡大が著しく制限される。しかし、被服や住居に対する弾力
性は人口と所得の増加に伴い高まり続ける。結果、工業部門において経済成長が見られ
る。また労働力移転は、人口の自然増加率と経済的機会の農工間における格差が著しいこ
とから生じる（クズネッツ、1968、pp. 153‒207）。
しかし、この仮説が発展途上国に適応可能なのかは疑問視されている。仮説は 20世紀
前半のアメリカの年次国民所得データをもとに構築されており、確かにアメリカではクズ
ネッツの主張する所得推移が観察できた。しかし、それについては経済成長に伴う労働力
の移動のプロセスから自然発生的に生じたのではなく、20世紀の 2つの世界大戦という
外的要因によるものであるという主張もある。クズネッツ仮説に対する批判は大きく 2つ
に分類される。1つは仮説そのものに対する批判であり、もう 1つは一般化の問題、つま
り発展途上国への仮説の適応性に関する批判である。
1─2. クズネッツ仮説への批判
一般に産業は生産要素の組み合わせによって分類できる。本稿では資本集約型産業、労
働集約型産業、技術集約型産業、知識集約型産業の 4分類を用いる。資本集約型産業とは
労働者 1人当りの資本装備率の高い産業である。資本装備率は「資本量／労働量」で計算
される。具体的には規模や設備投資額の大きい鉄鋼、機械化学、石油精製といった重化学
工業が資本集約型産業に分類される。労働集約型産業は資本集約型産業と反対に資本装備
率が低く、生産要素が労働と強く結びつく産業である。繊維業や紡績業といった製造業や
一次産業がこれに該当する。残る技術集約型産業と知識集約型産業は上の 2つの中間に位
置する。技術集約型産業は具体的には自動車や電機の組み立てや食品の加工などを行う製
造業を指し、知識集約型産業にはソフトウェアが重要なコンピューター産業等が該当す
る。本稿では両者の違いは人的資本の熟練度に対する依存度にあると捉える。図 1は資本
出所：The World Bank
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装備率を縦軸に、人的資本の熟練度を横軸に取り、各産業がどの位置に分類されるかを示
す。
クズネッツによれば、工業化過程で労働者が農業部門から工業部門へと移動する。しか
し、移転先の産業が労働集約型産業である場合には十分な労働力の吸収が生じるが、技術
集約型や知識集約型産業では一定以上の雇用が満たされると、それ以上の雇用創出は見込
めない。もちろん経済規模が大きくなれば雇用創出があり、労働力の移転も可能になる
が、そのためには持続的な経済成長が必要である。チェネリー（1980）によると、韓国・
台湾では労働集約型産業が発達して労働力移転が順調に進行したが、メキシコ・ブラジル
では資本集約型産業が育成されたために農業部門から工業部門への労働力移転が不十分と
なり、所得格差が逆に拡大した1）。それに加え、産業構造の急速な転換により急激な労働
力の移動が生じたにもかかわらず、資本集約型産業であるがゆえに労働力の需要が少ない
という供給過多な状況は、労働市場において売り手市場を生み出す。これは実質賃金の低
下を引き起こす上、急速な転換は労働者の熟練度を必ずしも保障しないため、失業者が増
加する原因にもなる。
2. コスタリカの経済発展と格差の拡大
2─1. 黄金期─ 1950～70年
1950～70年にコスタリカは黄金期と呼ばれる経済成長を達成した。人口は 80万人から
200万人へと増加し、平均余命、乳幼児死亡率、識字率、失業率などのあらゆる社会指数
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で改善をみた。この期の前半、つまり中米共同市場（Central American Common 
Market：CACM）に加入するまでの 1950～62年の成長を支えたのは、農業部門の多角化
であった。第二次世界大戦により低迷していた国際市場が復興し、従来の伝統的作物は輸
出量、輸出額ともに増大した。また、バナナ産業への新規外資系企業の参入で競争が激化
すると、ユナイテッド・フルーツ社をはじめとする企業は新たにヤシ油、ラード、マーガ
リンといった非伝統的作物・加工品の生産を開始した。また、1940年から政府が進めて
きた社会改革計画により、国民への利益配分政策の基礎が固められ、国民の購買力が向上
したことも米作・酪農といった生活必需品を生産する農業活動を活発化した。
1962年にコスタリカは CACMに加入した。CACMはグアテマラ、エルサルバドル、ニ
カラグア、ホンジュラスを構成国として 1960年に発足し、輸入代替工業化を促進すべく、
域内経済圏の統合による市場拡大を目的とし、域内関税の撤廃、域内経済活動の活性化、
域外貿易障壁の構築と域内産業の保護を目指した。その結果、域内貿易総額は 1960～69
年に 3200万ドルから 1億 3600万ドルへと増加した。同時に、コスタリカ国内では域内向
けに新たな産業─化学、金属部門─が成長し、輸出に占める製造業の割合が増加した。
また、この間に 100を超える外資系企業が設立された。
都市化が加速し、都市化率は 42％となった。しかし、この時期の産業が技術集約型で
あったために、農村部から都市部へ移転した労働力を吸収しきれなかった。あふれた人々
の受け皿となったのが公務員であった。1979年までに公務員数は従来の 9倍にもふくれ
あがった。公務員は教育機関や病院、発電所、道路などのインフラ整備等に従事した。公
共投資により社会資本の整備が進み、人的資本の育成にも貢献した。このような公共投資
は、アメリカの資金援助政策、「進歩のための同盟（The Alliance for Progress）」により可
能となった。キューバ革命以降、ラテンアメリカでは左派勢力が力を増しており、これに
対抗する措置として国内の貧困改善に対する援助を名目に、アメリカが莫大な資金援助を
行っていたのである。だが、この工業化と公的資本の恩恵は都市に集中し、農村人口はこ
の経済ブームから取り残された。
所得増がなかった都市部の貧困層や農村人口は、新興工業部門の製品に対する購買力を
持たなかったために、CACMの経済効果はすぐに限界へと到達した。同時に、加盟国間
の格差の顕在化、つまりすでに工業化が進展していたグアテマラ、エルサルバドルが経済
圏の恩恵を享受する一方で、コスタリカ、ニカラグア、ホンジュラスではむしろ貿易支出
が増えたことから、政治的緊張が高まった。そして 1969年にエルサルバドルとの間で生
じたサッカー戦争を機にホンジュラスが CACMから脱退し、CACMは形だけとなった。
2─2. CODESA（企業国家）の形成
CACMの機能停止により、コスタリカは輸入代替工業化政策の構造的欠陥ともいうべ
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き外資系企業の国民経済への強大な影響への対応に取り組んだ。外資支配は資本整備を促
進するものの、企業活動の利益が国民経済に還元されないという欠陥を生み出していた。
その対応策としてフィゲーレス政権が 1972年に設立したのが、後に「企業国家」と呼ば
れるコスタリカ開発公社（Costa Rican Development Corporation：CODESA）であった。
その目的は国家の企業へ対する影響力を強め、経済成長を実現することにあった。ただ
し、CODESAはホールディングス・カンパニーとして傘下の企業を取りまとめるが、各
企業が国家の支援なしに自立できるようになった時点で経営権を民間へ委譲することにな
っており、域内他国の国家介入型政策とは異なり、市場メカニズムが幾分考慮されてい
た。
CODESAは従来の軽工業部門から鉄道、セメント、アルミニウムといった重工業部門
への投資を積極的に行うとともに、綿花、砂糖、化学肥料といった新興農業部門に投資し
た。CODESA傘下の企業数は 70年代を通して増加した。しかし企業への基礎投資が国庫
から支出されていたため、政府の公的支出は 70年代を通じて膨れ上がった。さらに、傘
下の企業が必ずしも利益追求的ではなく、投資先が経済的利益や開発価値よりも政治的利
益を優先して決定されるなど、経済合理性に適わない活動をしていたため、政府支出は増
加2）する一方で、実体経済に影響力のない企業集団が形成されてしまった。一連の取り組
みにより、外資系企業による国内経済の支配体制は解決した。また、次項で述べるよう
に、CODESAが解体され、その傘下にある企業が民営化されることにより、通常よりも
安価に民間資本形成が行われた。だが、このような CODESAによる公的資本の形成とそ
の後の払い下げが格差拡大の土壌を作り出すことにもなった。
2─3. 累積債務問題─ CODESA（企業国家）から CINDE（平行国家）へ
1973年と 1979年の 2度のオイルショックは、非効率的な工業部門の穴埋めをしていた
コーヒー、バナナ産業に対し打撃を与えた。政府がデフォルト宣言を表明したのは 1981
年のことであるが、当時のインフレ率は 81～82年で 90％を記録し、実質賃金は 30％以上
下落し、失業率も上昇していた。1983年にユナイテッド・フルーツ社が農村部での操業
を停止したことも相まって、影響は都市部のみならず農村部へも広がった。
デフォルト宣言を受け、IMFや世界銀行の指導下で徹底的な緊縮財政政策への路線変
更がなされた。債務削減、リスケジュールといった救済策がとられる一方で、経済合理化
や公的支出の削減が義務づけられた。しかしながら、この大規模な政策転換は当時、中米
紛争の只中にあったコスタリカにとって望ましいものではなかった。そのため、カラソ政
権（1978～82年）と続くモンヘ政権（1982～86年）はアメリカに援助を求めた。これに
より、アメリカ国際開発庁（USAID）による国家支援が開始され、その資金援助は 1982
～86年で 10億ドルに上り、IMFや世界銀行の支援総額を上回った。
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モンヘ政権はそれまでの国内企業育成から輸出産業促進政策に重点を移し、緊縮財政・
輸出促進を目的に政策の転換を行った。緊縮政策は教育・医療・福祉部門への公的支出を
削減し、国営の銀行、学校、医療機関を民営化した。また、非効率的で汚職の温床となっ
ていた CODESAを解体し、それに代わる機関として、1982年にコスタリカ開発構想連合
（Costa Rican Coalition of Development Initiative：CINDE）が 76名の国内企業家によって
設立された。CINDEは USAIDからの資金援助の投資決定権を持つ。CINDEが「平行国
家」と呼ばれる理由は、このような基幹産業への投資権によって国家に並ぶ影響力を持っ
ていたためである。その方針は輸出促進と FDI（外国直接投資）の誘致であった。まず
CINDEが取りかかったのが CODESA傘下の企業の民営化であった。そして公的支出に
代わる資金源として FDIを最大限に活用し、新しい工業製品の育成に積極的に投資を行
った。その投資先は、工業部門ではプラスチック、繊維、化学、精密機器などであり、農
業部門ではイチゴ、メロン、パイナップルや花といった非伝統的農産物であった。その
後、ハイテク産業に目をつけ、潤沢な FDIを用いて外資系企業を国内に誘致していくこ
とになる。このように、債務危機以降のコスタリカの産業構造は 1節で示した資本集約型
に近いものであった。
3. コスタリカにおける格差
3─1. 経済成長と労働力の移転
コスタリカ経済は 1981年から緩やかに政策転換を行ってきた。それまでの CODESA
から CINDEへと経済の舵取りが代わり、従来の非合理的な経済体制から合理的な体制へ
と転換がなされていった。結果、86年までに経済は債務危機以前の水準にまで持ち直し、
以降安定的な成長を実現した。しかし産業別に見ると、二次産業、三次産業が早い回復と
その後の急激な伸びを見せる一方で、一次産業は 86年以前の段階まで回復するのにかな
りの時間を要していることがわかる（図 2）。
債務危機後のコスタリカは、中米紛争による社会不安とアメリカの潤沢な資金援助のお
かげで、早急な構造調整改革を行う必要がなかった。しかし 86年以降、当時のアリアス
大統領と CINDEによって野心的な取り組みが始められた。公的部門の徹底した支出削減
と民営化、そして新興産業による輸出促進である。工業部門に対する CINDEの関心は高
く、今後の基幹産業として高付加価値産業の育成が図られた。主な投資先はプラスチッ
ク、繊維、化学、精密機器などであり、加えて CODESA傘下の企業では徹底的な合理化
が進められた。80年代の工業の急速な成長を支えたのは、このような潤沢な資金援助、
産業の効率化、製品の高付加価値化である。すなわち、コスタリカの工業部門はクズネッ
ツが示した成長の経緯を辿り、需要の弾力性の高い製品をそれまでの域内市場だけではな
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く広く国際市場にも売り出すことで、持続的な成長を遂げることができたのである。
また、三次産業、いわゆるサービス業は、外資系企業による代替が難しいことや、伝統
的な通信、電気部門の国家独占が維持された3）ために、人口増加に伴い安定的な成長を遂
げた。銀行、医療、教育部門が一部民営化され、それまでの非効率的な経営体制が刷新さ
れたことも、三次産業の経済成長に一定の貢献をした。1985年以降急成長した観光産業
もその下支えとなった。観光産業は恵まれた気候風土と治安の良さによって、多くの外国
人観光客を呼ぶ一大産業へと成長した。生物多様性を売りにした国立公園や自然保護地区
への観光客は年々増え、それに伴い周辺産業であるサービス業が成長し、そこで働く人々
を新しい中流階級へと押し上げた。
しかしながら、一次産業については図 2ですでに示したように、二次、三次産業ほどの
成長を実現することができなかった。その一因は CINDEによる投資が工業部門へ集中し
ていたことにある。だが、アリアス政権下（1986～90年）では農業部門への支援削減が
あったにもかかわらず、CINDE主導により伝統的一次産品から非伝統的一次産品へと転
換されるなど、様々な改革がなされた。伝統的な輸出品目であるコーヒー、バナナに代わ
り高付加価値な農産物が輸出の大半を占めるようになり、1987年には後者が前者を上回
った（国本、2004、pp. 24‒25）。
改革は農業部門で働く人々の痛みを伴うものであった。事実、1986年の農業部門への
公的支出削減に対して農業従事者によるデモが増加した。沈静化のために政府は急速な助
成の打切りを見直し、1990年までに段階的に削減する方針へと踏み切った。一次産業の
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出所：The World Bank
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生産は 90年にようやく債務危機以前の水準に回復したが、それ以降は政府の援助の打切
りのためか、安定成長を記録するには至らなかった。
1節において、産業の 4類型を提示してクズネッツ仮説に対する疑問を投げかけた。仮
説によれば、工業化の過程で労働者が農業部門から工業部門へと移動し、結果工業部門に
おいて恩恵を受ける人数が増えるため格差は収斂する。だが、産業には資本集約型、労働
集約型、技術集約型、知識集約型の 4分類があり、各産業の生産要素の結合の仕方によっ
て、労働力移転の生じやすさは変わってくる。コスタリカでこの時期に成長を遂げた産業
はプラスチック、繊維、化学、精密機器であり、図 1に当てはめると、技術集約型、資本
集約型に近い位置に分類される。そのため、労働者の移転・吸収は生じにくく、この期間
に農工部門間の労働者の移転はほとんどなかった。80年代の産業別労働者構成比率は一
次産業では 26～31％、二次産業 21～26％、三次産業 46～51％で、大きな変化はない（The 
World Bank）。その結果、成長する二次、三次産業の労働者の所得は増加する一方で、一次
産業の労働者の所得は増加しないという部門間の所得格差が生じたのである。
3─2. 「失われた世代」の存在
緊縮財政の中、公共支出の削減は様々な社会的影響をもたらした。1981年の債務危機
以降、教育・福祉部門への公的支出は削減傾向にあった。80年以降の社会支出の対 GDP
比は、教育部門では 1980年に 6.2％であった公的支出が 82年までに 1.9ポイント減の
4.3％にまで削減され、それ以降 4％前半を推移している。福祉部門では 80年に 11.3％だ
ったが、82年には 5ポイント減の 6.3％となった（CEPAL，1990，1995）。福祉部門の支出は
1990年以降上昇しているため、本節では教育部門への影響に焦点を当てる。
コスタリカの教育は、他の域内諸国と比べ高い水準にあった。それは内戦後に軍隊を廃
止し、軍事支出を教育部門へ投入したからである。実際に憲法では教育への公共支出は対
GDP比 6％と定められている4）。73年までに識字率は 90％にまで上昇し、義務教育のみ
ならず高校、大学といった高等教育の整備も進められた。このような教育への高い関心が
コスタリカを「福祉国家」と言わしめた要因の一つであったが、1981年の債務危機は教
育部門にも影響を及ぼした。公立学校が一連の民営化政策により私立学校へと代わってい
ったのである。1980年に全小学校中、私立学校の占める割合は 1％にすぎなかったが、
2004年には 13校に 1校が私立となった（モリーナ、パーマー、2007、p. 188）。
このような変化は国家の支出削減に寄与したものの、人々の負担を増した。80年代の
初等教育の修了率は、1981、82年の 87％、88％（両年とも女子 90％、男子 85％）をピー
クとして漸減し、89年には 75％（女子 77％、男子 75％）となった。中等教育の修了率も
1981年 30％（女子 34％、男子 26％）から 89年 19％（女子 20％、男子 18％）に低下し
ている（The World Bank）。1980年と 90年を比較すると、約 10ポイントの悪化が見られる。
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その背景には、従来の公立校の民営化に伴い授業料の支払えない家庭が生み出されたこと
や、カリキュラム変更に伴いドロップアウトする生徒数が増えたことがある。公的支出の
削減の被害者とも言える「失われた世代」の増加は、人的資本の育成に大きな影響を及ぼ
す。知識と技能の普及は格差を収斂させる最も主要な要因の一つである。他の要因として
は労働力の需要・供給等も作用するが、その影響は知識と技能の普及に比べれば小さく、
逆進性もある（ピケティ、2014、p. 23）。
コスタリカの初等教育就学率は高く、1980～2000年の就学率は、1980年から 84、85年
を除いて 100％を超えている。100％を超えるのは落第生を含むためである。だが問題は
中等教育の就学率の低さである。中等教育では 1980年代前半は 45％（1980年）から
40％（1985年）に低下、その後漸増し、1995年には 50％、99年には 60％を超えた。だ
が 2000年においても就学率はようやく 61％にすぎない（The World Bank）。
以上のような中等教育の普及の遅れからも、教育の機会を与えられた層とそうでない層
の間に、人的資本の熟練度という面で明確な格差が形成されたことが推察される。債務危
機以降、CINDEによって育成された産業は技術集約型であった。そこでは労働者には高
い知識と技能、いわゆる職業従事の高学歴化が求められる。教育の機会がない人々は農業
部門やマキラドーラ、インフォーマル部門といった条件の悪い労働に従事せざるをえな
い。ラテンアメリカのインフォーマル・セクターの労働条件については様々な議論がなさ
れているが、一般的に技能形成の観点で他と比べて不利な状況にある（西島、細野、2004、
p. 66）と考えられている。
90年以降のコスタリカは、インテル社の誘致に代表されるようにハイテク産業に力を
注いだ。その結果、人的資本の熟練度の格差が益々所得格差に反映されていったと考えら
れる。中等教育における就学率は改善されつつあり、2010年には 99％に達した。今後、
教育格差は縮小していくであろうが、それが所得に反映されるのは先のこととなろう。
むすびにかえて
本稿では、クズネッツの主張した労働力移転に伴う格差の収斂がコスタリカでは生じな
かったことを明らかにした。工業振興は経済的カンフル剤にはなり得たが、労働力移転を
伴わなかった。また、教育機会を奪われた「失われた世代」は、86年以降の経済成長の
恩恵にあずかることができなかった。このような理由で格差が助長され、格差是正が妨げ
られてきたのである。今後、人的資本形成にかかわる教育格差は縮小していくことになろ
う。しかし、90年以降の海外直接投資と外資系企業誘致のためのフリーゾーン制の導入
が、都市と農村間の格差を固定化している。2014年の大統領選挙では「反自由主義」を
掲げる市民行動党のソリスが当選した。すなわち、国民が新自由主義的な改革に待ったを
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かけたのである。今後コスタリカは、80年代以前の社会民主主義路線にもどり、公的分
配政策を充実するのか、あるいは経済成長による格差の収斂を信じて新自由主義的改革を
推進するのか、選択を迫られることになろう。
注
  1） チェネリーの議論は以下を参照。Chenery, H. B., “Poverty and progress-choices for developing 
world” Finance & Development, June, 1980, pp. 26‒30
  2） 政府支出の拡大の結果、公的債務高は 1970年の 1億 6400万ドルから 78年には 10億ドルを超える
までになる。
  3） コスタリカ憲法 121条 14項の規定により、電力、通信サービスは国家の所有となっている。詳細
は以下を参照。https://www.jetro.go.jp/world/cs_america/cr/invest_02/
  4） 詳細は在コスタリカ大使館報告書を参照。（http://www.cr.emb-japan.go.jp/japones/economiajp/
economiajp.html）
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